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平成２２年度における行財政改革の取組について

岡山県行財政構造改革大綱２００８に基づき行財政構造改革に取り組んでいるところであ

るが、平成２２年度の取組は次のとおりである。

［具体的な取組内容］

取 組 項 目 取 組 状 況

(1) 職員数 ○定数純減の状況

部 門 目標（～H25.4） H22年度取組 累計(H23.4)

知事部局等 ▲ ８６０人 ▲ １６２人 ▲ ５３２人

教育委員会※１ ▲ ３３５人 ＋ ４１人 ▲ ３７２人

警 察 本 部※２ ▲ ２０人 ▲ ４人 ▲ １９人

企 業 局 ▲ １８人 ０人 ▲ １７人

合 計 ▲１，２３３人 ▲ １２５人 ▲ ９４０人

※１：小学校１年生の３５人学級化に対応する職員を除く

※２：警察官以外の職員

(2) 組織 ○組織の再編（H23.4）

・国民文化祭体制の終了

国民文化祭推進室の廃止

・課班の統廃合

(3) 職員の意 ○新人職員の育成

識改革と人 ・新人職員が業務に必要な能力を身につけ、職務遂行能力が十分に発揮でき

事制度等 るよう育成担当者を指定しての育成・指導

(4) 事務事業 ○一般施策等の削減（一般財源ベース）

目標値（～H24） H23予算 累計額

H20当初予算比 ▲１０７億円 ▲ ２億円 ▲１００億円

○運営費等の削減（一般財源ベース）

目標値（～H24） H23予算 累計額

運 営 費 ▲３０億円 － ▲ ２８億円

(H20当初予算比)

公 債 費 ▲１０億円 ▲ ３億円 ▲ ８億円

(H20当初予算比)
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取 組 項 目 取 組 状 況

(5) 公共事業 ○公共事業（地方負担額）の削減

目標値(H21､H22) H21予算 H22予算 H23予算

前年度 ▲10.1％ ▲10.0％ －

当初予算比 ▲１０％ (削減額 (削減額 (前年同額

▲34億円) ▲30億円) を維持)

(6) 歳入確保 ○県税収入率の向上

・個人県民税の徴収対策

ア 特別徴収の促進

事業者への制度周知、特別徴収未実施事業者への働きかけ

イ 滞納整理の促進

個人住民税対策チームの設置（県民局）、任期付職員の配置

・自動車税の徴収対策

ア 滞納処分の強化

任期付職員の配置

イ コールセンターの設置

納税催告と口座振替の勧奨

・滞納処分の効率化

国税ＯＢ職員の配置

・法人に係る課税強化

法人調査職員の配置

○県有財産の有効活用

・自動販売機等の設置に係る納付金制度の導入施設の拡大（県民局、学校施設等）

・有料広告事業の拡大（県封筒等）

・県庁食堂に係る行政財産使用料の徴収（H22.6）

・県有施設駐車場の有料化（H22.9）

○使用料等の適正化

・県有施設使用料の引き上げ（H22.9）

○その他

・法定外税の充当事業の拡大

・数字選択式宝くじのＡＴＭ販売の拡大

・県有財産の売却
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取 組 項 目 取 組 状 況

(7) 公の施設 ○公の施設の見直し （金額：億円）

見直し目標 H20年度取組 H21年度取組 H22年度取組

施 設 数 ５６ ２６ ２６ ４

効 果 額 ９ ８.４ ０．６

２２年度見直し施設（４施設）

取組結果（H23.4）

閉じる施設 県立児童会館 １施設

譲渡する施設 県立玉島学園、県立津島児童学院、岡山テルサ ３施設

※設置条例を廃止したが取扱未定の施設

技術振興研修センター（吉備中央町への譲渡に向け調整中）

二十一世紀の森（民間譲渡も含め今後の取扱を検討中）

県立吉備路郷土館（施設の活用策等について総社市と協議中）

○試験研究機関の外部評価（H22）

・全試験研究機関（４機関）について、試験研究評価に関する指針に基づき、

外部委員による評価を実施

(8) 市町村へ ○「市町村の自立力向上のための県からの事務・権限移譲計画＜改訂版＞」の取

の事務・権 組期間が平成２３年４月で満了となることから「第２次改訂版」を策定

限移譲

（主な改訂内容）

・取組期間の延長：平成２５年４月まで

・移譲方式の拡大：個別移譲にメニュー方式を追加

従前どおり一律移譲を基本としながらも、市町村の意向に応じたより柔軟

な移譲を可能とするため、個別移譲の手法として、これまでのパッケージ方

式に加えてメニュー方式を新たに設定

○新規の移譲事務

・社会福祉パッケージ

社会福祉法人の設立認可等･･･新見市へ移譲（H22.10.1～）

※これまでの移譲決定事務数：１２３事務
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取 組 項 目 取 組 状 況

(9) 外郭団体 ○外郭団体の見直し

取組方針 22年度末までの取組(～H24.4)

抜本的な見直し ５団体 チボリ・ジャパン(株)（H20.12解散）

(財)岡山県開発公社（H21.6解散）

岡山県住宅供給公社（H22.3解散）

(社)岡山県総合協力事業団

（H21 派遣県職員の引き揚げ、委託業務の見直し）

統合 ２団体 岡山県スポーツ振興財団（H21.4解散）

(財)吉備高原保健福祉のむら事業団（H21.3解散）

あり方検討 １０団体 (財)岡山総合展示場（H21.3解散）

(社)岡山県農地開発公社(H23.3解散)

(社)岡山県畜産公社（H23.3解散）

(財)岡山県愛染会（H22 「今後のあり方」策定 ）

自立化 ２団体 (福)吉備の里（H21.3県出資金引き揚げ）

岡山県農業信用基金協会

（H21.3 代表者への県職員就任の中止）

県関与の縮小 ５団体 (財)岡山県福祉事業団（H21 人件費補助の中止）

(財)岡山県健康づくり財団

（H21 派遣県職員の引き揚げ、委託業務の縮小）

岡山県土地開発公社（H23 派遣県職員の引き揚げ）

○審議会等の見直し

・「審議会等の設置及び運営等に関する指針」に基づく会議の公開を実施（H22.4）

(10) 行政評価 ○夢づくり政策評価を実施するとともに、新たな行政評価制度の構築に向けて関係

課プロジェクトチームにおいて検討

(11) その他 ○行政委員の報酬見直し

・地方自治法の原則を踏まえ、日額化したうえで、月額で補完する制度に見

直し（H23.4）


